
ぎふ経済レポート

令和５年５月分

岐阜県商工労働部

※企業等へのヒアリングは５月２５日～２９日を中心に実施し、６月１２日時点で作成。



景気動向

1

○３月の景気動向指数（一致指数）は、１００．７
で前月比２．５ポイント上昇となった。

○４月の県内中小企業の景況感は、▲１３で
前月比１ポイント上昇となった。

○４－６月期の景況ＤＩ実績は、製造業で前期比
１３．６ポイント上昇、非製造業で同２０．４ポイン
ト上昇となった。売上高ＤＩ実績は、製造業で前
期比０．４ポイント上昇、非製造業で同１０．５ポ
イント上昇となった。



製造業
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 ４月売上は当初の計画より減少と予想していたが、大手自動車メーカーの新車種発売のための受注があり、計画
よりも上回った。今後も受注増加により業績が上向くのではないかと考えている。（輸送機械器具）

 受注増加により売上は前年同月比１割増加したものの、価格転嫁が追い付かず、利益は同８５％減少となってい
る。（はん用機械器具）

 事業活動はコロナ禍前の状況まで平常化が進んでいる。必要最低限のリスク管理は行いつつ、人的往来は海外
渡航も含めて進めている。（生産用機械器具）

現場の動き

○３月の鉱工業生産指数（季節調整済）は､
１０１．０で前月比７．２％上昇となった。

○産業別の前月比では、化学工業、輸送機械、
金属製品、鉄鋼業、窯業・土石、非鉄金属で上
昇し、電気機械、はん用、プラスチック製品工
業で低下した。

○３月の主な産業の指数は、化学工業で前月比
３１．１％、輸送機械で同２４．８％、金属製品で同
１０．０％、鉄鋼業で同６．５％、窯業・土石で同
５．７％、非鉄金属で同１．６％上昇した一方で、
電気機械で同▲８．７％、はん用で同▲５．０％、
プラスチック製品工業で同▲４．９％となった。

（※新型コロナ感染症、原油や資材高騰、ウクライナ情勢に伴う経済変動の影響はＰ６にも掲載）



製造業－２
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 売上は前年同月比横ばいの中、各種消耗品や電気代（前年同月比２倍）・ガス代（同１．５倍）は値上がりしたが、
価格転嫁や契約・仕入先の変更、太陽光発電の導入など企業努力により利益は増加した。（刃物）

 売上は徐々に増加しているが、コロナ前までには回復していない。生地、運賃等あらゆる価格が上昇しているが、
価格交渉がうまくいかず、そのコストを価格転嫁できていないため、利幅が減少している。（繊維・アパレル）

 観光客の増加により、ホテル・旅館、百貨店等での売上が伸びている。しかし、毎月のように仕入先から資材や原
材料の値上げ要望があり、対応に苦慮している。（食品）

○３月の地場産業（刃物を除く）の鉱工業生産指数は、繊維工業で前月比３．８％、食料品で同
０．５％上昇した一方で、木材・木製品で同▲１０．７％、家具で同▲３．３％、パルプ・紙で同▲
１．７％となった。

現場の動き （※新型コロナ感染症、原油や資材高騰、ウクライナ情勢に伴う経済変動の影響はＰ６にも掲載）



輸 出（名古屋税関管内）

○４月の輸出額（全国）は､８兆２，８８９億円で前年同月比２．６％増加した。

○４月の輸出額（名古屋税関内）は、１兆９，３５９億円で前年同月比１．６％増加し、１５ヶ月連続で前
年同月を上回った。

○中国向けは、全体で前年同月比▲２０．０％となった。その内、電気機械で同▲３１．９％、輸送機械
で同▲２９．８％、一般機械で同▲９．４％となった。
アメリカ向けは、全体で前年同月比▲２．１％となった。その内、電気機械で同９．３％、一般機械で
同１．０％増加した一方で、輸送機械で同▲４．０％となった。
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設備投資

○４－６月期の設備投資実施実績は前期比▲２．１ポイント、設備投資意欲ＤＩ実績は同７．４ポイント
上昇となった。設備投資実施実績の目的別では、「補修・更新」で前期比２．３ポイント上昇、「合理
化・省力化」で前期比０．４ポイント上昇した一方で、「生産能力拡大・売上増」で前期比低下した。

○４月の全国の金属工作機械受注額は、全体では前年同月比▲１４．４％と４ヶ月連続で前年を下
回った。内訳は国内受注は同▲２１．５％と８ヶ月連続で前年を下回り、海外受注は同▲１０．７％と
４ヶ月連続で前年を下回った。

 中長期的な人材不足への対応（自動化・省力化）、中長期的な成長のための生産余力拡大、老朽化設備の更
新のため、大型な設備投資を行っている。（生産用機械器具）

 電気代高騰の対策として、太陽光パネルの設置を検討している。（プラスチック製品）
 県の補助金を活用し、新商品開発のための機械設備導入及び社内システムのＩＴ化を実施する予定。（刃物）
 高騰しているエネルギーコストを削減するべく、冷暖房設備の入れ替えを検討している。（紙）
 集塵機を導入予定。ＳＤＧｓの取り組みとして、おが粉を家畜の飼料に活用する計画を立てている。（木工）
 これまでの紙文化を改め、経理業務のクラウド化を進めている。（食品）

現場の動き
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（※新型コロナ感染症、原油や資材高騰、ウクライナ情勢に伴う経済変動の影響はＰ６にも掲載）
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 ５月売上は前月比増加したものの、依然として半導体の生産調整の影響が継続しており、前年同月比では減少
し、価格転嫁が追い付かず利益も減少している。（輸送機械器具）

 これまで新型コロナウイルス感染症の影響により航空機関連の量産開始が遅れていたが、最近は航空機関連
の受注が少しずつ増えてきており、４月よりまとまった数量の生産を開始した。（輸送機械器具）

 建設機械関連では、半導体不足や中国国内での経済不安や鋼材の値上げから苦境が続いている。（輸送機械
器具）

 中国では電気自動車は購入費用の軽減などの優遇措置が取られている一方、ガソリン車のナンバー取得が難
しく、日本の大手自動車メーカーの車の販売が不調である。（輸送機械器具）

 大手自動車メーカーの生産は一部車種を除いて順調である。半導体不足の影響はほとんどなくなった。（輸送機
械器具）

 新車種の部品は利益率の高いものが多く、今後は更なる収益の確保が見込まれる。賃上げを含めた社員への
還元を考えていきたい。（輸送機械器具）

 長期的にはＥＶ化が進むことで、緩やかに受注が減少することが考えられるため、新商品開発や販路拡大に努
めていく方針。（輸送機械器具）

 価格転嫁が不十分であることや、短納期・小ロットの受注が多く、時間外賃金の増加などから、最近の売上は前
年比同程度、利益は４割減少となっている。（生産用機械器具）

 売上が徐々に回復してきており、今後も受注増加が期待できるなど、明るい兆しが見え始めている。（はん用機
械器具）

 円安の影響で海外での生産コストが上昇したため多くの企業が国内生産に切り替えたが、国内の縫製企業への
依頼が集中したため、縫製工賃が２割程度上昇している。（繊維・アパレル）

 人流の増加により売上は増加傾向であるものの、原材料・エネルギー価格が前年比４割程度高騰している中、
価格転嫁が未だ不十分であり、利益は同２割減少となっている。（陶磁器）

 直近１年間（～２月）の売上は、インバウンド需要の回復が不十分であることや、祭事の中止が続いていることか
ら、コロナ禍前の売上まで回復していないが、円安の恩恵を受け、利益は増加した。（紙）

 売上が減少傾向にある。新型コロナウイルス感染症の５類移行により、消費が旅行等に向いていると感じる。
（木工）

新型コロナウイルス感染症、原油や資材高騰、ウクライナ情勢に伴う経済変動の影響について



 水回り関連商品や太陽光パネル、電飾等あらゆるものが値上がりしているが、年始に価格転嫁を実施したこと
で、なんとか利益は確保できている。しかし、今後は契約数が減少する見込みであり、踏ん張り時である。（住宅）

 注文住宅の需要が減少傾向の中、新型コロナ感染症が５類へ移行となったため、今後は顧客獲得のため見学会
等のイベントを積極的に開催していく方針。（住宅）

 しばらくは我慢の時期が続くとみている。状況が好転するには、輸入材の過剰供給と需要減少の双方が解消する
必要がある。この問題が解決されないと価格転嫁も難しく、利益を圧迫している状況が続く。（製材）

住宅・建築投資

○１－３月期の非居住用の建築着工床面積は、
鉱工業用で前年同期比１９．４％増加、商業用で
同１９０．６％増加、サービス業用で同７５．４％
増加となり、全体で同６４．１％増加した。

○４月の住宅着工戸数は、前年同月比▲１７．４％
となった。

○貸家で前年同月比▲３１．８％、持家で同▲
１２．５％、分譲で同▲０．６％となった。

現場の動き
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公共工事

○１ー３月期の発注者別の公共工事請負金額は､独立行政法人等で前年同期比▲４８．２％、国で同
▲１３．３％、県で同▲１１．３％となるなど、全体で同▲１２．１％となった。

○県内建設業の４－６月期の受注量ＤＩ実績は前期比１９．１ポイント上昇となり、同採算ＤI実績は同
▲０．３ポイントとなった。
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 生鮮食品スーパー売上は前年同月比横ばい、２０１９年同月比７割増加と引き続き堅調に推移。飲食店では、前年
同月比微増、２０１９年同月の９割程度まで回復している。しかし、光熱費高騰などにより、収支の悪化が目立つ。

 物価上昇の影響により、販売価格の上昇が続いている。
 今後もあらゆる商品で値上げが継続していくと考えられる。
 エネルギー価格の上昇をはじめ、諸物価の高騰が消費者の購買意欲をそいでいる。 （以上、県内商業施設）

個人消費（流通・小売）

○４月はドラッグストアで前年同月比４．５％、コン
ビニで同３．４％、ホームセンターで同２．７％、
百貨店・スーパーで同０．２％上昇した一方で、
家電大型専門店で同▲２．５％となり、全体で
同２．３％上昇となった。

現場の動き
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○４月の新車販売台数（除く軽）は、前年同月比
３７．７％増加と４ヶ月連続で前年同月を上回っ

た。軽自動車は同１３．９％増加と８ヶ月連続で
前年同月を上回った。合算では同２８．８％増加
と、前年同月を４ヶ月連続で上回った。



 ４月より来客数が増加し、５月の売上は前年同月比約２倍となったが、コロナ前の２０１９年同月比では７割までし
か回復していない。（柳ケ瀬商店街）

 今年の１～４月の売上は、２０１９年同期比１割増加と、コロナ前以上の売上となっている。（大垣市商店街）
 観光客の入込みはコロナ前に戻った印象があるが、売上はコロナ前の約３割減少と、物価上昇の影響により、消
費者の購買意欲は低い。（高山市商店街）

 ５月は独自イベントの開催により、来客数が増加した。店頭・卸売売上ともに回復傾向にある。（多治見市商店街）

個人消費（流通・小売）－２

現場の動き

○４－６月期の売上高ＤＩ実績は、飲食店で前期比２３．８ポイント上昇、小売業で同２１．２ポイント上
昇した一方で、サービス業（余暇関連）で同▲６．２ポイントとなった。

○同じく販売価格ＤＩ実績は、サービス業（余暇関連）で同２２．７ポイント上昇、小売業で同７．８ポイン
ト上昇した一方で、飲食店で同▲８．３ポイントとなった。
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観 光

○４月の主要宿泊施設における外国人宿泊者

数は、コロナ前の令和元年同月比では、
▲２１．０％となっている。
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○主要観光地における４月の観光客数は、前年
同月比１８．８％増加、コロナ前の令和元年同
月比では、▲２２．８％となっている。

○主要宿泊施設における４月の宿泊者数は、前
年同月比４７．７％増加、令和元年同月比では、
▲２４．８％となっている。

◆インバウンドの動きが好調。（岐阜市、多治見市、恵那市、高山市、下呂市、奥飛騨の宿泊施設）
◆食材を中心とした原材料やエネルギーコストが高騰し、経営を圧迫している。
（岐阜市、恵那市、下呂市、奥飛騨の宿泊施設）
◆人材不足が深刻化している。（恵那市、下呂市の宿泊施設）

現場の動き



資金繰り

○４月の岐阜県貸出金残高は、３兆４，８２７億円で前年同月比４．７％増加し、１２ヶ月連続で増加。
○４月の制度融資実績は、金額が４，２０２百万円で前年同月比２６０．８％増加、件数は２９９件で同
１８７．５％増加と、金額は３ヶ月連続で増加し、件数は２ヶ月連続で増加した。
○従業員規模別は、５人以下の事業所が全体の７１．６％を占めている。

 原材料やエネルギー価格高騰の影響により資金繰りが悪化している事業者の借入れや借換えが増加してい
る。

 経営難や後継者不足などにより、廃業や会社の売却という話がちらほら出てきている。また、倒産件数も増加傾
向にある。 （以上、金融機関）

現場の動き

12



○４－６月期の資金繰りＤＩ実績は▲１７．０で、前期比５．２ポイント上昇となった。同借入難易感ＤＩ
実績は０．４で、同２．６ポイント上昇となった。

○１－３月期の主要資金別新規制度融資実績は、元気企業育成資金で前年同期比３９．５％増加と
４期連続で増加したものの、経済変動対策資金で同▲９１．２％と４期連続で減少、返済ゆったり
資金で同▲８７．３と３期ぶりに減少した。

○４月のセーフティーネット５号保証承諾実績は、件数が３９件で前年同月比８７５．０％増加、金額
は８８０百万円で同２，２７８．６％増加となった。

○４月の事故報告(保証協会付融資３ヶ月以上延滞)状況は､件数は１２２件で前年同月比１３９．２％
増加、金額は１，５２９百万円で同１８１．５％増加となった。

資金繰り－２
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倒 産

○４月単月の倒産件数は前月比▲３件の１０件、負債総額は前月比１１０百万円増加の２，１４０百
万円となった。

○令和４年４月は負債総額１億円以上の倒産は７件発生し、令和５年４月は同倒産６件と１件減少。
負債総額は前年同月比▲８６百万円となった。
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 経済情勢としては中部地区経済を牽引する自動車関連業界は生産体制の正常化は進んでいるが、ロシアのウクライナ侵攻の長期化により、電気・
ガス・ガソリンといったエネルギー価格は上昇している。光熱費高騰等のコストアップに苦しむ企業は多く、価格転嫁が難しい中小・零細企業は収益悪
化で体力を奪われつつある。このような企業は返済条件の変更（リスケ）で当面の資金繰りを維持しているが、資金余力は乏しく厳しい環境下に置か
れている。政府は借換保証などで事業再生を目指す企業を後押しするが、こうした支援の網から漏れた企業をどのように支えるのか、行政や金融機
関は対応を迫られている。また、アフターコロナの将来像を描けない企業は再生や倒産、廃業のほか、Ｍ＆Ａや事業譲渡など様々な選択を迫られる
ものとみられる。

専門機関の分析（東京商工リサーチ・５月１７日時点）



 受注増加により人手不足となっている。転職サイトで募集をかけているが、求人に波がある。（輸送機械器具）
 販路拡大が見込まれる分野で中途採用の営業社員を募集し、希望人数を採用した。（プラスチック製品）
 売上や利益が増加しない現状では、人手不足が生じていても積極的な雇用増加は難しい。（繊維・アパレル）

 新規採用により従業員数は増加しているが、数年後に迎える熟練世代の退職までに若手を育成し、技術を継承
させることが課題。（製材）

 定年延長や再雇用、非正規職員の確保等でなんとか人材を確保している。（金融機関からのヒアリング）

 新型コロナウイルス感染症が５類に引き下げられたことで、観光業では観光客の増加に対応するべく、外国人
の労働者を雇用し始めている事業者が多い。（金融機関からのヒアリング）

現場の動き

雇 用

○４月の有効求人倍率は１．５６倍と、前月比
▲０．０５ポイントとなった。

○４月の新規求人倍率は、２．４９倍と前月比
▲０．１０ポイントとなった。
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○４月の雇用保険受給者人員は､前月比
▲１．３％となった。

○有効常用求職者は､３０歳代以下で、前年同
月比で減少した。



雇 用（職業別）

○有効求人倍率は、建設・採掘で７．９１倍、介護
関連で４．９９倍、販売職で３．９５倍、サービス
職で３．５５倍など、引き続き人手不足の状況は
続いている。

○一方で、事務職の有効求人倍率は０．６７倍に
留まり、求職者のニーズと、求人側のニーズのミ
スマッチが続いている。
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○４月の主要産業別の新規求人数は、輸送用機
械で前年同月比４．７％上昇した一方で、電気機
械で同▲４３．８％、プラスチック製品で同
▲３２．０％、金属製品で同▲２７．４％、窯業・土
石製品で▲２０．２％、生産用機械で同
▲１３．０%、はん用機械で同▲９．９％、食料品

製造で同▲７．２％、繊維工業で同▲４．０％と
なった。



＜ハローワーク高山＞
◆求人者数はやや減少、求職者数は減少。
◆雇用保険受給者数は減少。

＜ハローワーク恵那＞
◆求人者数、求職者数は減少。
◆雇用保険受給者数は減少。

＜ハローワーク関＞
◆求人者数、求職者数は減少。
◆雇用保険受給者数は増加。

雇 用（地域別）
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＜ハローワーク岐阜＞
◆求人者数はやや減少、求職者数は減少。
◆雇用保険受給者数は減少。

＜ハローワーク大垣＞
◆求人者数は横ばい、求職者数は増加。
◆雇用保険受給者数は横ばい。

＜ハローワーク多治見＞
◆求人者数はやや増加、求職者数はやや減少。
◆雇用保険受給者数は増加。

＜ハローワーク美濃加茂＞
◆求人者数、求職者数は減少。
◆雇用保険受給者数は増加。

＜ハローワーク中津川＞
◆求人者数はやや減少、求職者数は減少。
◆雇用保険受給者数は減少。

＜窓口の様子＞※前月比
◆多治見、高山及び恵那で混雑している、中津川でやや
混雑している、大垣、関及び美濃加茂でやや空いている、
岐阜で空いている状況。

現場の動き（前月比）

○４月の主なハローワーク別の有効求人倍
率は、全地域で低下した。



＜大学へのヒアリング＞
 ２４年卒の内定報告が増えてきたが、活動を継続している学生は多い。
 ２４年卒の内定獲得者と未獲得者との差が大きい。
 ２５年卒の相談予約件数が増えてきている。インターンシップに関する相談が多い。
 ２５年卒向けのガイダンスや各種対策講座を既に実施している。 （以上、岐阜・愛知県内大学）

雇 用（大学・短大新卒者の就職）

○岐阜県の令和５年３月末現在の大学・短大卒業者（令和５年３月卒業）の就職内定率は、９７．７％
であり、前年同時点と比べ１．３ポイント増加となった。

○全国の令和５年４月１日現在の大学卒業者（令和５年３月卒業）内定率は９７．３％であり、 前年同
時点と比べ１．５ポイント増加となった。
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現場の動き（２０２３卒、２０２４卒の動きなど）



雇 用（高校新卒者の就職）
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○岐阜県の令和５年３月末現在の高校卒業者（令和５年３月卒業）就職内定率は９９．７％であり、
前年同時点と比べ▲０．２ポイントとなった。

○全国の令和５年３月末時点の高校卒業者（令和５年３月卒業）就職内定率は９９．３％であり、
前年同時点と比べ０．１０ポイント上昇した。



雇 用（完全失業率等）

○全国の４月の完全失業率は２．６％で前月比▲０．２ポイントとなった。岐阜県の１－３月期の平均
は１．８％で前期比０．４ポイント上昇となった。

○３月の現金給与総額は、調査産業計で前年同月比▲１．９％、製造業で同３．０％上昇となった。
○３月の実質賃金増減率は、３０人以上の事業所で前年同月比▲７．３％となり、５人以上で同
▲５．５％となった。３月の消費支出については同▲４．２％となった。

○３月の所定外労働時間数は前年同月比▲９．７％と、２ヶ月ぶりに低下した。
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＜経済・雇用の現状（総括）＞
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○製造業は、３月の鉱工業生産指数は前月比７．２％上昇となった。ヒアリングでは、半導体不足の影響が和らいで
いるとの声や、売上が徐々に回復し、今後も受注増加が期待できるなど、明るい兆しが見え始めているとの声、更
には航空機関連の量産も開始しているとの声が聞かれた一方で、受注増加により売上は前年比増加したものの、
価格転嫁が不十分であることや、短納期・小ロットの受注が多く、時間外労働の増加などから利益は減少している
との声や、中国の景気減速の影響により苦境が続いているとの声が聞かれた。

○地場産業は、３月の鉱工業生産指数は、繊維工業及び食料品で上昇した。ヒアリングでは、原材料やエネルギー
価格が高騰する中、価格転嫁や契約・仕入先の変更、太陽光発電の導入など企業努力により利益は増加したと
の声が聞かれた一方で、依然として価格転嫁が不十分であり、利益が減少しているとの声や、観光客の増加に
より売上は増加したが、毎月のように仕入先からの値上げ要望があり、対応に苦慮しているとの声が聞かれた。

○設備投資は、４月の全国の金属工作機械受注額は、前年同月比▲１４．４％となった。ヒアリングでは、県の補助
金を活用し、新商品開発のための機械設備導入や社内システムのＩＴ化を実施するとの声や、高騰しているエネ
ルギー費用を削減するべく、冷暖房設備の入れ替えや太陽光パネルの設置を検討しているとの声が聞かれた一
方で、省エネ関連の設備投資案件が出てきているが、全体の動きとしては活発とは言い難いとの声が聞かれた。

○個人消費は、４月の販売額は、ドラッグストア、コンビニ、ホームセンター及び百貨店・スーパーで前年同月比上
昇し、全体で同２．３％上昇となった。ヒアリングでは、飲食店の売上はコロナ禍前の２０１９年比で９割程度まで
回復しているとの声が聞かれた一方で、エネルギー価格の高騰などにより収支の悪化が目立つとの声や、諸物
価の高騰が消費者の購買意欲をそいでいるとの声が聞かれた。

○観光は、４月の観光客数、宿泊者数はコロナ前の令和元年同月比▲２２．８％、▲２４．８％となった。宿泊施設か
らのヒアリングでは、インバウンドの動きが好調との声が聞かれた一方で、食材を中心とした原材料やエネル
ギー価格が高騰し、経営を圧迫しているとの声や、人材不足が深刻化しているとの声が聞かれた。

○企業の資金繰りは、４月の制度融資実績は、金額は３ヶ月連続で増加した。金融機関からは、原材料やエネル
ギー価格の高騰により資金繰りが悪化している事業者の借り入れや借り換えが増加しているとの声や、経営難
や後継者不足などにより、廃業や会社の売却という話が出てきているとの声が聞かれた。

〇雇用面は、４月の有効求人倍率は１．５６倍と２０ヶ月連続で１．５０倍を超えた。ヒアリングでは、受注増加により
人手不足となっており、募集をかけているものの応募に波があるとの声や、定年延長や再雇用、非正規職員の
確保等でなんとか人材を確保しているとの声の他、人手不足が生じていても、売上や利益が増加しない現状では、
積極的な雇用の増加は難しいとの声も聞かれた。


